
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数】
　 平成１２・１３年度には0.51まで下がっていた指数も近年改善してきている。ただし、人口減少や高齢化、主要産業である水産
業の不振など財政基盤は引き続き脆弱である。平成１７年度の市町村合併を期に、人件費（退職者の１/３採用・５％カット）、物
件費・補助費等（１０年間で削減総額７６億円）の削減といった行財政改革に取り組み財政の健全化を図る。
【経常収支比率】
  地方交付税の削減の影響を受け、対前年度4.4％比率が上昇している。保育所を柱とする児童福祉の充実を図ったことにより、
扶助費に係る比率が対前年度比1.6％上昇している。人件費についても28.1％と高い水準にあるため、新規採用を退職者の１/３
に抑え職員数を削減するとともに給与を5％カットし10年間で総額３７億円の削減を図り、比率の改善に努める。
【起債制限比率】
　税収減による標準財政規模の縮小により対前年度0.8％比率が上昇している。市町村合併を期に普通建設事業費を合併前の
８割程度（６１億円程度）にまで圧縮し、公債費の削減を図り比率の改善に努める。
【人口１人当たり地方債現在高】
　原井小学校移転改築事業により増加している。今後は普通建設事業費の圧縮による新規地方債の発行抑制と公共事業の計
画的な実施による負担の平準化を図る。
【ラスパイレス指数】
　平成１４年に職員給与３％カット、月額支給の特殊勤務手当の全廃、通勤手当の削減、平成１６年には昇給停止制度を導入し
改革に努めてきた。今後は職員給与の３～６％カット（１０年間で削減総額３３億円）、技能労務職給料表を導入により更なる給与
の適正化を図る。
【人口1，000人当たり職員数】
　平成８年度から、退職職員に対して現業職員の不採用、一般行政職員の１/２採用を実施してきた結果73人（15％）削減した。
市町村合併を期に、新規採用を退職者の１/３に抑え１２年間で３０％の職員数の削減を図る。


